様式第１号の３（第７条関係）

　　　　　年　　月　　日

　福井市長　　　　　　　　あて

Ｍ＆Ａ加速化支援事業補助金　　対象要件確認書

	はい
	いいえ
	＜確認事項＞※

	□
	□
	補助金の交付決定後に企業概要書を作成する。

	□
	□
	【被承継者について】
法人にあっては市内に主たる事業所を、個人にあっては市内に住民票を有し、かつ、市内で事業を営んでいる者である。

	□
	□
	１年以上事業を営んでいる者である。

	□
	□
	交付申請年度の前々年度の４月１日から交付申請日の前日までの間に、福井県事業承継・引継ぎ支援センターの支援を受け、同センターからの推薦を受けた者である。

	□
	□
	市町村税を滞納していない。

	□
	□
	過去に市のＭ＆Ａ加速化支援事業補助金の交付決定を受けていない。

	□
	□
	福井市暴力団排除条例（平成２３年９月２７日条例第２２号）第２条第１号から第３号に規定する暴力団、暴力団員及び暴力団員等でない。

	□
	□
	福井県信用保証協会の定める保証対象業種である。

	□
	□
	承継する事業について、国、県、市及びその他の公的機関が実施する補助を受けていない。

	□
	□
	風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第３条第１項に基づき許可を受けなければならない事業所ではない。

	□
	□
	支店・支社・フランチャイズチェーン店・のれん分け等としての事業ではない。

	□
	□
	虚偽申請等不正事由が発覚した場合は、何時であってもＭ＆Ａ加速化支援事業補助金を辞退し、また、既に補助金が支払われている場合には、同額を返還する。

	□
	□
	補助期間が終了した年度の翌年度から起算して３年間、各年度の事業承継事業状況を報告すること。


※全て「はい」と回答された方のみ、Ｍ＆Ａ加速化支援補助金を申請いただけます。

上記記載の内容に間違いありません。

住　　所


氏　　名　　

